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※ この様式は、原則として、参考様式第２０及び参考様式第２３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要、基幹事業との関連性】
　防災集団移転促進事業などの復興事業の推進にあたり、被災した地区毎地区毎に
『復興まちづくり協議会』を組織し、効果的な地域住民の合意形成を行ってきた。
　宅地供給については平成30年度をもって完了したところであるが、集団移転跡地利
活用のための周辺環境整備や、水門・防潮堤や避難路などの防災施設整備について、
引き続き地域住民の合意形成を行う必要がある。また、復興事業が完遂した地区にお
いては事業の完了報告を行う必要があることから、『（3）住民合意形成事業』とし
て本業務を委託実施するものである。
　
■業務内容
　被災した21地区を対象とする復興まちづくり協議会の運営事務
　1　開催案内文の印刷および発送
　2　議事録・開催結果レポートの作成および発送

■委託費（事業費）
　・復興まちづくり協議会支援事業業務委託一式　20,387千円

■今後の予定
　今後も、下記のとおり説明及び合意形成を行うため、復興まちづくり協議会を開催
する。
　・地区のまちづくりの進捗状況について、住民・地権者に説明する。
　・防災集団移転促進事業の跡地の利活用について、住民の意見を聴取しながらより
　　効率的及び利便性の高い整備を進める。
　・被災地区における復興事業の完了を報告する。

■執行（見込）状況
　平成25年度執行額　15,682,815円（12,546千円）
　平成26年度執行額　17,201,160円（13,760千円）
　平成27年度執行額　12,274,200円（ 9,819千円）
　平成28年度執行額　14,162,040円（11,329千円）
　平成29年度執行額　15,616,800円（12,493千円）
　平成30年度見込額　23,793,000円（19,033千円）
　平成31年度見込額　20,387,000円（16,309千円）
　平成32年度見込額　20,387,000円（16,309千円）
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